テーマ別分科会：第Ⅰ－①分科会

記録者名前：前田　深幸（新潟県本部）、岸田　清実（宮城県本部）

参加者人数：17日午後　197人／18日午前　143人

	プログラム
	17日(金)13：00～14：00

「レポート発表」

　　①　「道立試験研究22機関の一元化・一般型独法化による地域への影響・問題・課題」

　　　　　　北海道本部／全北海道庁労働組合・試験研究評議会　石川　　靖

　　②　「広島市の入札制度改革について」

　　　　　　広島県本部／広島市議会議員　若林　新三

	記　　　録
	レポート①、②ともに質疑なし。

	プログラム
	14：10～15：40

　パネルディスカッション　「真の公共サービスとは何か、公共とは何か」

　　コーディネーター：菅原　敏夫（(財)地方自治総合研究所研究員）

　　パネリスト：広瀬　寛人（富良野市議会議員）

　　　　　　　　　　　三木　　茂（全国一般評議会副議長）

　　　　　　　　　　　永戸　祐三

　　　　　　　　　　　　　（日本労働者協同組合（ワーカーズコープ）連合会センター事業団理事長）

	記　　　録
	　パネリスト３人のそれぞれの個性・考え方が示された。

　「公務員がすべき公共の範囲と市民ができる公共のあり方をはっきりさせるべき」「シルバー人材や、社会福祉協議会は市からお金が出ている事務局員もいる。そこに民間が同じ条件で入札するのは、不公平・不公正である。地域の人がこれでいいという共感できる新しい働き方が必要」という永戸さんの言葉は、厳しい意見として受け止めた。私たちはこういう問いかけに対して自分の考えを持っていなくてはいけないと感じた。

　三木さんは、「経済状況の悪化で民間は厳しいが、公務職場にも60万人の臨時職員がいて、不安定な中で働いている。公正労働基準を勝ち取る必要がある」と話され、それが低賃金・不安定雇用をなくす第一歩だと感じた。

　広瀬さんの「公共サービスとは時代の流れの中で変わっていくもの。公共の担い手は官・民ではなく複合的なもの」という意見には共感した。

	プログラム
	15：40～17：00

「フロアー討議」

	記　　　録
	　統合分科会・Ⅰ－①分科会パネルディスカッションを受けて、フロアー討議。質問者に対するコメントも、パネリストの考えに違いがあり、興味深かった。

　新潟・池田さんの質問で「これからの社会は住民が主人公にならなければいけないが、どうしたら住民がそういう意識をもてるのか、統合分科会で嶋田准教授が言った都市と地方の住民性の違いはどこから来るのか」という問に対し、広瀬さんは「都会で人口が多ければ、賛同者も集まりやすいし、大きな都市では、自分の要求を具現化するのに時間がかかるので、自分たちでやってしまおうと住民運動が広がるのではないか。」と話した。永戸さんは、「大都市が住民運動をやりやすいというのは正しくない。大都市では人間関係がずたずたになっていて、民生委員も『どこまで入っていっていいか分からない』という状況。地方においては、リーダーの問題ではないか？」とのコメントがあった。

　広島・小川さんからは、「町内会はＮＰＯになれるのか？」という質問、福岡・野田さんからは、「民間委託時の人件費をちゃんと積算すべきという話があったが、自治体の財政状況が厳しい中ではコストを下げることが大きな命題となっている。そういう状況をクリアできるのか？」という質問が出た。

　最初はなかなか質問が出なかったが、座長のリードで７人が質問や意見を発表した。

	プログラム
	18日(土) 9 ：00～10：10

「レポート発表」

　　①　「平取町における自治基本条例制定への取り組み」

　　　　　　北海道本部／平取町職員労働組合

　　②　「財政危機を招いた住宅・工業団地事業」

　　　　　　広島県本部／府中市職員労働組合組織内議員　小川　敏男

　　③　「地域への運動展開を行い、アウトソーシング提案の撤回につながる」

　　　　　　高知県本部／高知市職員労働組合・清掃分会

	記　　　録
	レポート①、②、③とも質疑ナシ

	プログラム
	10：20～11：20

「フロアー討議・自治研作業委員会報告」

　　①　フロアー発言５人

　　②　自治研作業委員会「公益法人改革対策プロジェクト」報告

　　　　　　伊藤　久雄（(社)東京自治研究センター研究員）

	記　　　録
	　「自治体職員は地域活動に参加しているか」あるいは「どう参加すべきか」が焦点となってフロアー討議が進んだ。

　福井県自治研センターの竹内さんは「自分はもともと職員だが地域と関わって役所と話すと融通が利かないと感じる。もっと柔軟に」と問題提起。埼玉の松本さんは「ボランティア活動に参加しているのは職員ＯＢ、現役職員が自治会役員になると『役所にいるんだから』と何でも頼まれるのが嫌だという。首長の姿勢でもだいぶん違う。自治労のみなさんには地域に出てもっと住民と関わってもらい、ぜひ議員になってもらいたい」。北海道の山田さんは「110人の組合員の30％が自治会役員、『地域活動に１人の住民として関わろう』と確認しあっている」と自分の自治会役員としての経験を発言。焦点がはっきりしていただけに参加者にとってもわかりやすい討議だった。「自治体職員は住民とどう向き合っていくのか」の問いであり、公共サービスが職員以外の様々な担い手によって提供されている現実の中で、「自治体職員はどうあるべきか」との提起にもなっていたと思う。

　フロアー討議の後、東京自治研センターの伊藤さんから報告があった。

	プログラム
	11：20～11：50

「まとめ」

	記　　　録
	　自治総研の菅原さんは「公共サービスの質をどう考えるか、質は高いほど良いが価格との見合いがある」との提起、自治労本部の亀崎さんは「公共サービスとは何か、公共とは何かについて考える機会になった」と総括、自治労本部の友利さんは「説明責任を果たす形での地域活動が自治・分権につながる」と方向性を提起した。


良かった点、反省点など

	

	　パネルディスカッションのパネリストの構成が良かった。日本労働者協同組合の永戸理事長の自らの取り組みを踏まえた「公の担う公共、他のセクターが担う公共のあり方が問い直されるべき」との提起は本分科会の課題に合致していた。三木さん、広瀬さんの発言も同様であった。一方フロアー討議での発言にはなかったが、会場内で「われわれの職場を奪う話が何故語られるのか」という声も出ていたという。指定管理者制度など、これまで公が担っていた施設が他のセクターで運営されている中で、新旧の担い手がその課題を共有することが必要であり、そのことを通じてさらに「公共サービス」のあり方の議論が深まっていくと感じた。

	


全体の印象、感想

	

	　運営はスムーズであったし、「市民と公共サービスの協働」というテーマにアプローチできたのではないか。また、協働に向かって自治体職員は地域でどうあるべきか、その現状がフロアー討議され、テーマを「揉む」ことが出来たと思う。１日目の全体集会、２日目午前の統合分科会、午後のテーマ別分科会まで講演、パネルディスカッションが続き、その後のフロアー討議ですぐには発言が出にくい一面があったように感じる。一連の日程の中でやむをえないところもあり、どうしても付きまとう課題かもしれない。
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